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はじめに 2

◼ 日本版コネクト&マネージの取組みとして、系統混雑時の出力制御を前提としたノンファーム型接続およびノンファーム
型接続適用に伴う混雑管理として再給電方式が導入されている。

◼ 再給電方式の導入を検討していた当時は、ピーク需要の時間帯に系統混雑が発生するケースは少なく（かつ、ロー
カル系統から徐々に進展していくもの）と考えられていた。

◼ 他方で、第86回広域系統整備委員会（2025年1月15日）において、2024年8月のピーク需要（需給ひっ
迫）断面において、系統混雑には至らないものの空容量が僅かとなった基幹ループ系統（関西エリア）が報告された。

◼ このような基幹系統で混雑（あるいは空容量が僅か）になる場合には、当該エリア内の多くの調整電源（火力、揚
水発電など）の供給力・調整力が制限される可能性があり、再給電方式の導入当時の予想よりも早く、ピーク需要
（需給ひっ迫）時に系統制約による需給運用への影響が顕在化している。

◼ これらの状況を踏まえ、地内系統に制約が生じた場合の予備率算定の考え方と需給運用の考え方について検討を
行ったため、ご議論いただきたい。



（参考）再給電方式導入検討時の混雑発生の考え方 3

出所）5回地内系統の混雑管理に関する勉強会（2020年12月9日開催）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2020/files/konzatsu_5_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2020/files/konzatsu_5_03_01.pdf


（参考）2024年8月26日の関西エリアの基幹ループ系統の運用状況 4

出所）第86回広域系統整備委員会（2025年1月15日開催）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf


（参考）第86回広域系統整備委員会における基幹ループ系統の混雑の類型 5

出所）第86回広域系統整備委員会（2025年1月15日開催）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf


（参考）第86回広域系統整備委員会での地内基幹ループ系統混雑の見通し 6

出所）第86回広域系統整備委員会（2025年1月15日開催）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf

◼ 至近では関西エリアにおいて空容量僅かな系統が発生しているが、中長期的にはその他のエリアでも基幹ループ系統
で混雑（空容量が僅か）が生じることが見込まれている。

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf


（参考）基幹系ループ系統混雑による需給運用面の影響 7

出所）第86回広域系統整備委員会（2025年1月15日開催）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_02_01.pdf


（参考）現行の混雑管理の仕組みでは対応が困難な場合の連系線の取扱い 8

出所）第74回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2025年6月3日開催）資料2
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/074_02_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/074_02_00.pdf


（参考）第102回本委員会での議論状況 9

【第102回本委員会（2024年10月23日）議事録より抜粋】
もう1点、実際に背骨系統も含めた系統混雑に関する供給信頼度評価をした後の実際の運用方法にも懸念がある。今
でも連系線で混雑した場合は、その連系線で分断させて、広域予備率も連系線で区分けして管理する運用を行ってい
るが、地内の背骨系統で混雑した場合は広域予備率の見方をどうするのか、例えば状況の変化があった時に広域予
備率や供給力の管理をどのようにしていくのか等、実際の運用方法は殆ど検討されていないのではないかと思っている。
これはこの委員会ではないかも知れないが、地内の背骨系統で供給信頼度評価に影響を及ぼすようなことが仮にあれば、
実運用上の管理をどのようにするかもあわせて検討をお願いしたい。今後、基幹系統がノンファーム化して、系統混雑が
今後どんどん発生していくようになると思うので、後追いにならないように是非とも前もって検討をお願いしたい。
（藤岡オブザーバー）

◼ これまでに本委員会においても、基幹系統などに系統混雑が生じている場合に広域予備率をどのように管理・運用し
ていくのか検討が必要と示唆いただいている。



目次 10
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エリアC

エリア予備率算定の考え方 11

◼ ノンファーム型接続導入以前においては、基本的に地内系統で混雑が生じることはなく、地域間連系線においてのみ
混雑が生じていた。

◼ そのため、各エリアの需給調整上は供給力が系統混雑によって発動が制限されることはなく、エリア内の供給力と
需要の大小関係を「予備率」として表現することで、各エリアの需給状況を把握することができた（需給調整の粒
度と需給バランスの管理粒度が一致していた）。

エリアA（地内混雑なし）
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要
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エリアC

広域予備率算定の考え方 12

◼ 調整力の広域調達・広域運用が開始し、広域的に需給状況を判断することが適切と考えられることから、従来のエリ
ア予備率に加えて、連系線に混雑の無い範囲で広域的に需給バランスを評価する広域予備率を導入した。

◼ ここでもエリア予備率と同様に、広域ブロックの需給調整上は広域ブロック内の供給力が系統混雑によって発動が
制限されることはなく、広域ブロック内の供給力と需要の大小関係を「予備率」として表現することで、広域ブロック
の需給状況を把握することができた（需給調整の管理粒度と需給バランスの管理粒度が一致していた）。

エリアA（地内混雑なし）
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電
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混雑

広域予備率：11%
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（参考）広域予備率の算出イメージ 13

◼ 広域予備率の算定においては、連系線空容量の範囲内で、広域的に一律の予備率となるように供給力移動を行い、
広域ブロックを形成する。

◼ 一律の予備率とならない場合には広域予備率上の分断となり、異なる広域予備率となる。

◼ なお、実需給時では、広域需給調整システム（KJC）が各エリアのインバランスと調整力のメリットオーダーに応じて需
給制御を行っており、予備率均平化のための供給力移動を実際に行うものではない。

エリアB エリアA
計画潮流

ΔkWマージン

供給 需要 供給 需要

エリア予備率12%

エリア予備率10%

ΔkW

広域予備率11%

(仮想)供給力移動

kWh

広域的な市場取引（計画潮流、ΔkWマージンに反映）

余力

予備率均平化の
供給力移動

広域予備率算定時に同一予備率となるように供給力を移動

広域取引供給力

エリア内供給力



（参考）広域需給調整（KJC）の概要 14

出所）第45回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年11月14日開催）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_45_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_45_02.pdf
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エリアC

地内系統混雑による供給力への影響 16

◼ 今後は、重負荷期を含めて、地内系統に混雑が発生する（もしくは空容量がわずかになる）ことが見込まれている。

◼ そのため、需給調整（発動制限有無）の管理粒度と予備率の管理粒度が一致せず、広域ブロック内・エリア内に
おいて混雑により発動が制限される供給力が生じることになる。

◼ このような供給力を広域予備率・エリア予備率算定においてどのように扱うか、考え方の整理が必要である。

エリアA

需
要

需
要

発
電

発
電

エリアB

混雑非混雑

計画潮流P0計画潮流P0

混雑

混雑系統 非混雑系統

供給先

エリアB エリアA(混雑系統) エリアA(非混雑系統)

エリアA供給力(混雑系統) 発動制限なし 発動制限なし 発動制限あり(地内混雑)

エリアA供給力(非混雑系統) 発動制限なし 発動制限なし 発動制限なし

広域ブロック

発動制限あり
発動制限なし

エリアAの混雑系統に立地する供給力は、エリアAの非混雑系統に対して発動が制限される



地内系統混雑のフェーズによる分類 17

◼ 地内系統の混雑はノンファーム型接続の導入拡大に伴い、特定の少数の箇所（フェーズ1）で混雑が生じ、次第に
不特定多数の箇所（フェーズ2）で混雑することになる。

◼ このような環境変化も踏まえて、同時市場導入や次期中給システムの開発などの検討も進められている。

◼ 広域予備率についても、混雑発生状況やシステム上の制約を踏まえて、各フェーズに応じた整理が必要である。

当面（現行中給システム） 将来（同時市場・次期中給システム）
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当面（フェーズ1）の予備率算定の考え方（地内系統混雑が発生した場合） 19

◼ 現行の電力市場（卸電力市場、容量市場、需給調整市場）は広域的な取引を前提としつつも、市場分断や入
札はエリア単位であり、また、地内系統の混雑は再給電方式（エリア内での持ち替え）で対応している。

◼ したがって、地内系統の混雑は生じた状況下においても、各エリア単位でエリア予備率・供給力を算定する。その情報
を元に、連系線の混雑が生じない範囲で広域ブロックを形成して広域予備率を算定する現状の考え方を継続する。

◼ そのうえで、エリア全体の需給状況の把握や、発動の制約が生じない非混雑系統で需給対応（電源の追加起動
など）を行う必要性を把握のために、混雑で制限される供給力を控除して予備率を算定することでどうか。

予備率のイメージ
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広域予備率による追加供給力対策について（地内系統混雑が発生した場合） 20

◼ 需給状況は広域予備率・エリア予備率で管理しており、地内の個別系統ごとの需給状況を管理していないが、混雑
系統で対策（供給力の積み増し）を行うと、その分混雑系統内の他の供給力を抑制が必要になる。

◼ そのため、広域予備率が8%未満の場合、地内系統混雑が生じているエリアでは、非混雑系統のみで追加供給力
対策を行うことを基本としてはでどうか。

◼ ただし、現状制度では地点が特定できない発動指令電源や、自家発焚き増し要請などの対策もある。このように非
混雑系統のリソースに限定して実施することが難しい追加供給力対策は、状況に応じて、混雑系統・非混雑系統
を区別することなく発動することでどうか。

需
要

需
要

発
電

発
電

混雑（空容量無）

混雑系統 非混雑系統

発動制限あり

供給力 需要 供給力 需要

115

95
100 100

対策前 非混雑系統で対策発動 混雑系統で対策発動

供給力 需要

200

予備率：5%210

供給力 需要

200

予備率：10%

220

対策（10）

供給力 需要
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予備率：5%

対策（10）

混雑処理

対策
（10）

対策
（10）



（参考）DERのアグリゲーションに関する議論状況 21

◼ 将来の電力市場における「DER」（Distributed Energy Resources：分散型エネルギー源）のアグリゲーション
については、将来の系統混雑の進展を踏まえて、地理的範囲を分割する等の検討が行われている。

出所）第16回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年5月20日開催）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/016_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/016_04_00.pdf


（参考）追加供給力対策の一覧 22

出所）第82電力・ガス基本政策小委員会（2024年10月29日開催）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/082_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/082_04_00.pdf


広域機関による融通指示について（地内系統混雑がある場合） 23

◼ エリア予備率3%を下回る場合、エリアの安定供給の維持のため、広域機関は融通指示を行っている。

◼ 地内系統が混雑している場合には、送電エリアを適切に選定して融通を行わないと、ひっ迫エリアの地内系統混雑も
勘案した需給状況の改善に寄与しない。

◼ そのため、広域機関と一般送配電事業者間で必要に応じて地内系統の潮流状況を確認のうえで、制限が生じな
い連系線を選定して融通指示を行うことで安定供給の維持を図る。

エリアC

エリアA（エリア予備率3%未満）

エリアB
混雑

融通が必ずしもひっ迫エリアの
需給状況改善に寄与しない

融通
融通

融通がひっ迫エリアの
需給状況改善に寄与する

（ひっ迫エリアの混雑系統で抑制が必要になる）

需
要

需
要

発
電

発
電

混雑系統 非混雑系統

発動制限あり



現状のシステムによる課題について 24

◼ 需給状況の悪化を適切に把握するため、発動が制限される供給力を控除することが基本であるが、現状のシステム
においては、以下のように供給力が制限されず予備率が高くなる課題がある。

＜課題①：エリア供給力での課題＞

✓ 地内系統に空容量がない場合は、混雑系統の供給力を運用容量の範囲内に制限する機能が一般送配電事
業者の中給システムに設けられているが、空容量が僅かにでも残る場合は供給力を制限する機能がない。

＜課題②：広域予備率での課題＞

✓ 広域ブロックは、連系線の制約のみを考慮して仮想的に広域的な供給力移動を行い、予備率が等しくなるエリア
で形成している。

✓ この広域的な供給力移動による均平化は地内混雑を考慮しないため、混雑が生じているエリアの広域予備率
が過大になる。

◼ これらの課題に対して、予備率算定上の取扱いや運用上の対応について検討を行った。

エリアA

エリアB

混雑（空容量無）または空容量僅か

混雑系統 非混雑系統

広域予備率上の均平化潮流

課題①
空容量を超える混雑系統の供給力を
予備率上制限する機能はない

課題②
地内系統の制約を考慮しながら広域
ブロックを定める機能はない



メリットオーダーでの潮流状況
空容量の範囲内で発動可能な供給力の探索イメージ

ケース①：G1が出力増加 ケース②：G2が出力増加

課題①：空容量が僅かになった場合の混雑系統の供給力の扱い 25

◼ ループ系統では、各電源の稼働状況などにより、ループ系統の各区分を流れる潮流状況が異なるため、空容量の範
囲内で発動しうる最大の供給力を正確に把握するためにはシステム化が必須である。

◼ 混雑を考慮して供給力を把握するロジックは、多数の電源が関わる基幹ループ系統などの場合には複雑化すると想
定され、30分毎に広域予備率を算定・公表するためには、システム構築がそもそも可能か等の検討も必要になる。

◼ そのため、空容量が僅かな系統状況となった場合、当面は供給力に制限せず予備率算定を行うこととし、今後、空
容量の範囲内で発動しうる供給力の算定方法を引き続き検討を深めていくことにしたい。

◼ したがって、広域予備率・エリア予備率が一定以上であっても、地内混雑が発生しているエリアの需給状況は悪化して
いる可能性があるため、運用上の対策が必要となる。
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空容量僅か 空容量なし 空容量僅か
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混雑送電線に増出力分
の電気の多くが流れる

非混雑送電線に増出力分
の電気の多くが流れる

個別電源によって混雑影響が異なるため、複数パターンの比較評価や最適化計算等によって
発動可能な供給力を把握することが必要になり、正確な把握方法が複雑化する



概念上、均平化潮流が混雑系統の潮流に重畳しない 概念上、均平化潮流が混雑箇所の潮流に重畳する

課題②：混雑発生時の広域予備率の均平化潮流の扱い 26

◼ 混雑箇所が右図のような場合には、概念上※、広域予備率上の均平化潮流が混雑系統を考慮せず、広域予備率
ではエリアAの需給状況を適切に把握できなくなる。

◼ 他方で、現状の電源・系統構成で右図になる場合は、そもそも連系線にエリアBからエリアAに向けて大きな計画潮流
が流れており（連系線空容量が少ない）、均平化潮流の影響は小さいと想定される。

◼ また、現状の広域機関システムでは地内系統混雑の有無によって広域予備率上の分断を行う機能もない。

◼ そのため、当面は広域ブロックの形成（均平化潮流の扱い）で、地内系統の混雑の有無は考慮しないことにする。

◼ したがって、前述の課題①と同様に、地内混雑が発生しているエリアの需給状況は悪化している可能性があるため、
運用上の対策が必要となる。
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※ 広域予備率の均平化潮流はあくまでも連系線の仮想的な潮流であり、地内系統への流入・流出を考慮しているものではない

計画潮流P0 計画潮流P0



予備率上反映できていない制約がある場合の対応について 27

◼ 前述のように、現行のシステムでは、地内系統に混雑・空容量が僅かとなる場合に、広域予備率・エリア予備率が
必ずしもそれらの制約を考慮できないものになる場合がある。

◼ そのため、エリア内に混雑もしくは空容量が僅かの系統がある場合に、予備率上必ずしも現れない需給状況の悪化に
備えて、必要に応じて以下の対応を行うことでどうか。

＜広域予備率に係る追加的な対応（課題①・②への対応）＞

◼ 地内系統の制約により実態の需給状況が予備率の数値よりも悪化するおそれがある場合には、状況に応じて（混
雑対応の一環として）地内系統に制約があるエリアの非混雑系統で余力活用電源を追加起動する。

◼ また、一般送配電事業者が混雑発生等の予見やΔkW代替確保などを行う前日夕方以降の対応を基本としつつ、
対応に必要なリードタイム（電源起動に要する時間など）等も勘案のうえ、適宜実施する。

＜エリア予備率に係る追加的な対応（課題①への対応）＞

◼ エリア予備率が3%以上であっても、地内系統の制約により実態の需給状況が予備率の数値よりも悪化するおそれが
ある場合には、状況に応じて広域機関による融通指示を行う。

◼ なお、理想的には系統制約等による供給力の制約は予備率に反映されていることが望ましいため、とりえる対応に
ついて引き続き検討を進める。



（参考）混雑発生の予見と対応について（１／３） 28

出所）第38回需給調整市場検討小委員会（2023年4月26日開催）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/files/jukyu_shijyo_38_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/files/jukyu_shijyo_38_04.pdf


（参考）混雑発生の予見と対応について（２／３） 29

出所）第38回需給調整市場検討小委員会（2023年4月26日開催）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/files/jukyu_shijyo_38_04.pdf

◼ 翌日計画策定後の前日17時頃に、一般送配電事業者は混雑を予見し、混雑系統の発電機に出力上限設定を
行う。

◼ 実需給断面では、混雑系統の発電機に下げ調整、非混雑系統の発電機には需給バランス維持のための上げ調整
を行うことで混雑処理（再給電）を行う。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/files/jukyu_shijyo_38_04.pdf


（参考）混雑発生の予見と対応について（３／３） 30

出所）第38回需給調整市場検討小委員会（2023年4月26日開催）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/files/jukyu_shijyo_38_04.pdf

◼ 地内混雑を考慮したΔkWについても同様に、前日17時以降に制限を受ける混雑系統のΔkWのリリースを行い、非
混雑系統でΔkWの代替確保を行う。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/files/jukyu_shijyo_38_04.pdf


（参考）発電機の起動特性について 31

出所）第62回制度設計専門会合（2021年6月29日開催）資料７
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_07_01.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_07_01.pdf


（参考）緊急時の運用容量の拡大 32

◼ 需給状況によっては、設備故障時の供給信頼度低下を一定程度許容したうえでも緊急的に運用容量を拡大が必
要になる可能性があり、将来の運用容量等の在り方に関する作業会で具体的なスキームの検討が行われている。

出所）第7回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年4月22日開催）資料6
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/unyouyouryousagyoukai_7_06.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/unyouyouryousagyoukai_7_06.pdf


地内混雑時による広域予備率低下と市場メカニズムとの関係性 33

◼ なお、現行の需給ひっ迫対応は、市場メカニズムによる対応を基本としており、広域予備率8%未満の場合には、容
量市場のリクワイアメントやインバランス料金制度により、発電事業者・小売電気事業者の行動を促している。

◼ 他方で、混雑の影響もあって予備率が低下している場合には、（系統認識を持たない）市場取引が必ずしも需給
状況の改善に寄与しない可能性がある。

◼ ただし、当面は、一般送配電事業者が非混雑系統の電源起動等の対応することで、広域予備率は8%以上の水
準が概ね維持され、影響は限定的と考えられるのではないか。

◼ この点については、今後の状況に応じて関連する審議会等とも連携しながら検討を行う。
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（参考）混雑処理とΔkW代替確保の想定 34

◼ 当面においては、混雑の影響が限定的であり、非混雑系統での混雑処理用ΔkW※1や需給調整用ΔkW※2の確保
は可能と見込まれている。そのため、混雑が生じても、予備率への影響は限定的になることが多いと想定される。

出所）第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日開催）資料3を一部加工
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_50_03.pdf

※1 混雑系統での下げ調整（抑制）の補填するために、非混雑系統で上げ調整するため調整力
※2 混雑系統で発動制限されるΔkWを補填するために、非混雑系統で代替確保するΔkW

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_50_03.pdf


目次 35
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将来の市場制度の検討状況 36

◼ 今後の動向として同時市場の導入検討が進められており、短期の市場（前日市場等）でのSCUC・SCED※により、
連系線・地内系統の混雑の発生を前提に、広域的に最適な供給力・調整力の確保が行われることになる。

◼ このような仕組みを前提としつつ、需給状況の把握のために、広域的に予備率を管理することが必要である。

◼ なお短期の市場の仕組みが適切に機能する前提として、適切に非混雑系統を含めた中長期的な電源投資などの供
給力確保が行われることが重要である。

出所）第13回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年2月19日開催）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/013_03_00.pdf

※ SCUC：系統制約を考慮した上で、起動費、最低出力費用、限界費用が最経済となるように起動停止計画を策定すること
Security Constrained Unit Commitmentの略

SCED：系統制約を考慮した上で、起動費、最低出力費用、限界費用が最経済となるように経済負荷配分を決定すること
Security Constrained Economic Dispatchの略

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/013_03_00.pdf


現状 将来

次期中給システム

次期中給システムに具備予定の予備率算定機能について 37

◼ 次期中給システムでは、全国の需要や電源の情報を一元的に管理し、SCUC・SCEDを行うことから、広域的に各時
間帯の供給力が最適になるような揚水供給力の配分を前提とした広域的な予備率を算定することができるようになる
と想定している。（システムトラブル時などを除くとエリアごとの予備率は算定しない）

◼ この点は、現状の広域予備率は、広域機関が定める連系線潮流に基づき、各時間帯のエリア予備率が一定になる
ようにエリア単位で揚水供給力の配分を行った結果として算定している（エリア供給力をもとにしてボトムアップでの広
域予備率を算定している）ことから変更点であり、次期中給システムの導入によって、全国の需給状況をより適切に
把握できるようになると考えられる。

◼ ただし、現状よりも計算負荷のかかる新たな予備率算定ロジックを構築するため、次期中給システムの導入時点にお
いては、連系線の混雑のみを考慮する予定であり、地内系統の混雑による供給力の制限は行われないものである。
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④広域予備率算定
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広域的な予備率算定



将来（フェーズ2）の予備率算定に係る今後の検討課題について 38

◼ 次期中給システムでは地内系統混雑による供給力の制限を考慮しない予備率を算定する方針であり、これは
SCUC・SCEDを行う（混雑を考慮して電源起動を行う）場合には、大きな影響を及ぼさないとも考えられるが、今
後詳細な評価も必要か。

◼ また、将来においては、連系線および地内系統の運用容量の管理方法の見直し（ΔkWマージンはなくなり、調整力
はフリンジを活用して発動）などの検討が進められており、このような情勢変化を踏まえた検討が必要とも考えられるか。

◼ こういった点などを踏まえつつ、将来的な予備率の考え方は引き続き検討を行っていくことにしたい。

出所）第6回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日開催）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_04.pdf


（参考）現行の連系線におけるフリンジの扱い 39

出所）第1回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日開催）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_1_05.pdf

◼ 時々刻々と変化する電力需要や電源の制御遅れなどにより、瞬時的に潮流変動が現れる。連系線の実績潮流と計
画値の差の変動をフリンジと呼んでいる。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_1_05.pdf
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3. まとめ



まとめ 41

◼ 2024年8月のピーク需要断面において、系統混雑には至らないものの空容量が僅かとなった基幹ループ系統があった
ことを踏まえて、地内系統混雑時の広域予備率に基づく需給運用について検討を行った。

＜予備率（当面）の算定方法＞

◼ 混雑系統の供給力に発動が制限される場合、需給状況の悪化の予見や非混雑系統で対応を行う必要性を把握
のために、混雑で制限される供給力を控除して予備率算定することでどうか。

◼ ただし現行システムで対応困難な空容量が僅かな場合等については、当面は供給力を控除しないことにし、引き続き、
とりえる方策の検討を行う。

＜需給状況悪化時の追加供給力対策＞

◼ エリア内に混雑がある場合、基本的には非混雑系統のみで追加供給力対策を対応を行うことでどうか。

◼ 地点特定が困難な対策については、状況に応じて、混雑系統・非混雑系統を区別せず発動することでどうか

◼ 広域機関による融通指示は、地内系統混雑に応じ、送電エリアを指定して実施することでどうか。

＜現行システム上予備率に反映しきれない制約を踏まえた対応＞

◼ 地内系統の制約により、実態の需給状況が広域予備率よりも悪化する場合には、状況に応じて（混雑対応の一環
として）地内系統に制約があるエリアの非混雑系統で余力活用電源を追加起動することでどうか

◼ 地内系統の制約により実態の需給状況がエリア予備率よりも悪化する場合には、エリア予備率3%以上であっても、
状況に応じて広域機関による融通指示を行う。

＜将来の対応について＞

◼ 今後の制度設計の議論状況やシステム開発状況などを踏まえながら、引き続き検討を行う。


